













































































本件における Y 銀行の X に対する解約金返還債務は，当該解約金の




































































































び私法統一国際協会（ユニドロア，UNIDROIT: International Institute for 

























































































































































































































































































































































































































































D（債務者）が B から資金を借り入れる際に，甲社株式を B に担保
として供与した場合を想定しつつ，以下の担保設定の例を見てみよう。
（１）　甲社株式に係る株券が発行されている場合，B は D に対し，
株券を B に交付するように求めた。
　UCC ８-１０６, Official Comment １.
　James Steven Rogers, Policy Perspectives on Revised U.C.C. Article ８, ４３ UCLA L. 
Rev.１４３１,１４８１（１９９４）.







































得た B は，先の説明と同様，「さらなる D の行為を要せず，甲社株式を
自由に処分できる」とともに，この場合は，甲社株式は D の口座に帰






























件を付してもよい，としている。たとえば，D が B および C に自己の
口座に保有する甲社株式を担保として提供することとし，B の担保権が
C に優先することが当事者間で合意されたとする。D の口座管理機関 A
が B および C の証券譲渡の指示に従うことに合意し，かつ C は B の同
意を条件として口座管理機関Aに指示をすることができる，とされた場
合を考えてみよう。UCC ８-１０６条（d）（２）によれば，B も C も「支配」
を有することになる。D のさらなる同意が条件ではないことが，決定的
なのであり，B あるいは C の権限が排他的である必要もなく，それぞ
れの権限に条件が付されていてもかまわない。この場合，口座管理機関A，
D，C の間の「支配」についての合意の中には，B の同意が条件として
入ると理解される。また，B や C の権限が，D の債務不履行を条件とし
ている場合であっても，B および C は「支配」を取得するとされている。
なお，担保権の設定そのものについては，UCC 第９編において規定
されており，UCC ９-３１４条は，「支配」によって担保権の対抗要件を具
















































　Charles W Mooney, Jr & Hideki Kanda, Core Issues under the UNIDROIT (Geneva) 






































　HIdekI kanda, et al., OffIcIal cOmmentary On tHe unIdrOIt cOnventIOn On sub-






















































　Charles Mooney, Law and System for International Swcurities and the Relationship 
of Private Property Law to Securities Clearance and Settlemen: United States, Japan 
and the UNIDROIT Draft Convention, １２１, IMES Discussion Paper No. ２００８-E-７;
























































　HIdekI kanda, et al., supra note（６２）at １２-３０.
　Luc Thévenoz, Transfer of Intermediated Securities in IntermedIated securItIes: tHe 
Impact Of tHe Geneva securItIes cOnventIOn and tHe future eurOpean leGIslatIOn 































































［事例１９-１］１月１５日，口座名義人 A が C １に証券を担保に供する
ことを約し，同日，A，C １および A の口座管理機関 I との間で当該証
券に関する支配契約が締結された。３月１日，A は C ２に先と同一の
証券を担保に供することを約し，同日，I により A の口座にその旨の指
定記帳がなされた。さらに４月１４日，A は C ３にやはり同一の証券を




従い，C １が第一順位の担保権を取得し，次に C ２，そして C ３と優
先順位が決定される。当該事例は，A が C １に動産質を設定し，C １に
当該動産の占有が移転した後，A が C ２に同一動産につき質権を設定し，
C １に爾後，C ２のためにも占有してくれるように依頼し，C １がこれ
を承諾した場合に類似する場面と捉えられそうである。さらに C ３に
　事例［１９-１］および［事例１９-２］は OffIcIal cOmmentary On tHe unIdrOIt 
cOnventIOn On substantIve rules fOr IntermedIated securItIes より引用している。















B および A の口座管理機関 I との間で当該証券に関する支配契約が締結
された（一般的には，買主の口座に増額の記帳がなされるが，たとえば
当該売買がレポ取引である場合に，当事者にとって支配契約による方が
効率的と判断されることがある）。３月１日，A は C １に同一の証券を






　同条約１２条１項は，"an account holder grants an interest in intermediated securi-
ties, including a security interest or a limited interest other than a security interest" と
規定する。
　Mooney & Kanda, supra note （５９）at１０８, note１８６; HIdekI kanda, et al., supra 
note（６２）at８１.
　HIdekI kanda, et al., supra note（６２）at１２４.
振替制度における証券および証券口座の担保化――コーエンズ
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　Mooney & Kanda, supra note （５９）at１０９.















































［事例１８-６］口座名義人 A が C １に対し証券を担保として供するこ
とを約し，A，C １，および A の口座管理機関 I の間で当該証券に関す
る支配契約が締結された。後に A は同一の証券を C ２に対しても担保








　事例［１８-６］および［事例１８-７］は OffIcIal cOmmentary On tHe unIdrOIt cOn-
ventIOn On substantIve rules fOr IntermedIated securItIesより引用している。






は先に見たとおり１９条に基づき決定される。つまり C １が C ２よりも
先に A および I との間で支配契約を締結しているから，C １の権利が優
先される。この場面においては，１８条の善意取得規定の適用はない。C





［事例１８-７］口座名義人 A が C １に対し証券を担保として供するこ
と約し，A，C １および A の口座管理機関 I の間で当該証券に関する支
配契約が締結された。後に A は同一の証券を C ２に対しても担保とし
て供することを約し，A は I に当該証券を C ２の口座に振り替えるよう
に指示した。I は A の指示に従い，A の口座の減額記帳をし，C ２の口
座の増額記帳をした。
この場合，C １との支配契約において，C １の同意がない限り I は口
座振替をしてはならない旨の合意（支配契約の内容）がなされていたと
考えられるので，A の口座の減額記帳は I の無権限行為である。しかし


























利に「証券に対する『有効な処分権』（"Effective Power of Desposition" of 
　Id. at１５６.
　Id. at １５７.
　National Conference of Commissions on Uniform States Laws, Uniform Commer-


















































する（Howard Darmstadter, Sandra M Rocks & Steven O Weise, A Model "Accaount 
Control Agreement" under Revised Artilce ９ of the Uniform Commercial Code, Bus. 
Law., February ２００３.）。口座名義人の債務不履行を条件に，担保権者が口座管
理機関に対して振替等の指図ができるとすることも可能だが，口座管理機関が
口座名義人の「債務不履行」自体を判断する立場に置かれることはきらうであ
ろう。
